
官民ファンドの運営に係るガイドラインによる検証報告（第15回）（案）のポイント

 官民ファンドの運営に係るガイドライン（平成25年９月27日 官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議決定）に基づき、
各官民ファンドにおける下記の項目について評価・検証を実施。

①各官民ファンドの活用状況

②マイルストーン到来ファンド等のKPIの進捗状況

③民間VCへのLP出資の状況

④官民ファンドによる投資人材の育成・供給状況及び地域活性化への貢献状況

⑤地域活性化に向けた資金供給の状況

⑥ソーシング強化のための関係機関との連携等

 検証の結果、それぞれの取組について一定の進捗が認められたものの、KPIの目標値を達成できなかった官民ファンドも確認。

 各官民ファンドは、その原資が国の資金であることに十分配慮しつつ、それぞれの政策目的や設立趣旨に鑑み、政府の基本方
針や計画等にも留意しながら運営を行っていくことが求められる。
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１．（株）産業革新投資機構（JIC） ８． 耐震・環境不動産形成促進事業（RE-SEED）

２．（独）中小企業基盤整備機構 ９．（株）日本政策投資銀行（DBJ）における特定投資業務

３．（株）地域経済活性化支援機構（REVIC） 10．（株）海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）

４．（株）農林漁業成長産業化支援機構（A-FIVE） 11． 国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）

５．（株）民間資金等活用事業推進機構（PFI機構） 12．（株）海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）

６． 官民イノベーションプログラム 13． 地域脱炭素投資促進ファンド事業

７．（株）海外需要開拓支援機構（クールジャパン機構） 14．（株）脱炭素化支援機構（JICN）

（参考）検証対象ファンド
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官民ファンドは、政府や民間からの出資等に加え、これまで支援を行った事業者に係る株式の売却益等も活用することにより、
受け入れた出資等の金額を上回る支援決定及び実投融資を実施。

官民ファンドの呼び水効果としての民間投融資額については、官民ファンドによる実投融資額を大きく上回っている。

①各官民ファンドの活用状況

令和５年３月末までの累計 前年同期比
政府からの出資 1兆9,445億円 ＋1,650億円
民間からの出資 8,843億円 ＋102億円
（政府・民間合計） 2兆8,288億円 ＋1,752億円
政府保証 5兆5,284億円 ＋102億円

支援決定額（件数） 5兆5,875億円（1,610件） ＋1兆2,840億円（＋153件）
実投融資額 3兆6,641億円 ＋3,284億円
呼び水効果 13兆5,431億円 ＋1兆8,394億円

累積損益 7,598億円 ＋1,609億円

KPIは概ね達成されているが、一部官民ファンドで未達の項目を確認。当該官民ファンドは、毎期ごとに設定された目標値に
可能な限り早期に到達できるよう、一層効果的・効率的な運営に取り組んでいく必要。

②マイルストーン到来ファンド等のKPIの進捗状況

政策目的 エコシステム 呼び水効果 累積損益
中小企業基盤整備機構 ○ ○ ○ ○

農林漁業成長産業化支援機構 ○ ○ ○ ×
民間資金等活用事業推進機構 ○ ○ ×（一部のみ） ○
海外需要開拓支援機構（※） - - - ○

※ 改革工程表2021に基づく最低限達成すべき投資計画の達成状況を確認するもの。
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③ 民間VCへのLP出資の状況

官民ファンドによる民間VCへのLP出資実績 令和４年度合計額：905億円（８ファンド）

要件確認の効率化（DBJの特定投資業務）や、新たに海外VCへの出資を可能とする体制整備（中小企業基盤整備機
構）など、民間VCへのLP出資をより積極化するための環境整備が確認されたほか、これまで民間VCへのLP出資実績のなかっ
た官民ファンドによるLP出資の実施（REVIC、JICT）を確認。

各官民ファンドにおいては、政府方針等を踏まえつつ、各々の官民ファンドの目的・特性等に応じ、適切に民間VCへのLP出資
について検討・取組を行うことが重要。

④ 投資人材の育成・供給状況及び地域活性化への貢献状況

一部の官民ファンドにおいて、地域金融機関からの人材受け入れを実施。

地域活性化への貢献という観点では、政府の補助事業として、地域金融機関を介して地域の中堅・中小企業へ大企業人材を
紹介する人材マッチング促進事業を行っているファンドも確認。

⑤ 地域活性化に向けた資金供給の状況

官民ファンドによる東京都以外への資金供給実績 令和４年度：約721億円、103件（累計：約6,535億円、1,105件）

⑥ ソーシング強化のための関係機関との連携等

地域の金融機関等を対象とした複数の官民ファンド等による合同説明会を開催。

海外ビジネス投資の支援に向けて、官民ファンド・関連政府機関の間の連携を促進するための政府機関会合を開催。連携案件の
共有や紹介、好事例の展開等を実施。
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